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1.　20年　2月中間期の業績（平成19年9月1日～平成20年2月29日）

(1) 経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　20年2月中間期 67,057 - 5,598 - 7,044 - 7,008 -
　19年2月中間期 40,968 1.2 4,627 △1.3 5,608 2.1 3,232 △33.4

(参考)19年8月期 83,598 - 9,277 - 12,866 - 6,940 -
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

20年2月中間期 140 08 - 　
19年2月中間期 62 95 - 　

(参考)19年8月期 135 32 - 　

(参考) 持分法投資損益 20年2月中間期 -百万円 19年2月中間期 -百万円 19年8月期 -百万円

　※当社は平成19年9月1日に連結子会社3社を吸収合併しており、当期より非連結になったことから対前年中
間増減率は－表示しております。

(2) 財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　20年2月中間期 181,321 152,592 84.2 3,082 08

　19年2月中間期 171,050 151,598 88.6 2,952 21

(参考)19年8月期 170,044 151,897 89.3 2,992 87

(参考)自己資本 20年2月中間期 152,591百万円19年2月中間期 151,598百万円 19年8月期 151,897百万円

　

(3) キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

20年2月中間期 6,518 △7,222 △5,376 36,186

19年2月中間期 - - - -

(参考)19年8月期 - - - -

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金

(基準日)
第１

四半期末
中間期末

第３
四半期末

期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

19年8月期 　 - 8 00 　 - 27 00 35 00

20年8月期(実績) 　 - 17 50 　 - 　 - 　 　

20年8月期(予想) 　 - 　 - 　 - 17 50 35 00

　

3.　20年8月期の業績予想（平成19年9月1日～平成20年8月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 139,000 - 12,000 - 15,300 - 11,100 - 221 86
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4.　その他

(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　無

②　①以外の変更　　　　　　　　　有

〔(注)　詳細は、19ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕

　

(2) 発行済株式数（普通株式）

　①
期末発行済株式数
(自己株式を含む)

20年2月
中間期

51,389,104株
19年2月
中間期

51,389,104株19年8月期 51,389,104株

　② 期末自己株式数
20年2月
中間期

1,879,799株
19年2月
中間期

38,166株19年8月期 636,119株

(注)　１株当たり中間(当期)純利益の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧く

ださい。

　

　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を

含んでおります。実際の実績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。当社は平成

19年9月1日に連結子会社3社を吸収合併しており、当期より非連結になっております。

なお、参考に当中間(非連結)対前中間（連結）のサマリー情報は下記のとおりです。

　

　

（参考資料）

①経営成績

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年2月中間期(非連結) 67,057 1.9 5,598 11.0 7,044 10.2 7,008 99.7
19年2月中間期(連結) 65,789 4.4 5,045 6.8 6,393 15.0 3,510 △27.7

(参考)19年8月期(連結) 136,281 3.0 10,854 4.5 14,356 13.0 8,019 △11.1

②財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年2月中間期(非連結) 181,321 152,592 84.2 3,082 08

19年2月中間期(連結) 181,244 153,665 84.8 2,992 47

(参考)19年8月期(連結) 181,355 154,764 85.3 3,049 37

③キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

20年2月中間期(非連結) 6,518 △7,222 △5,376 36,186

19年2月中間期(連結) 279 △6,426 △422 52,235

(参考)19年8月期(連結) 6,836 △20,109 △2,842 42,680

④業績予想

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 139,000 2.0 12,000 10.5 15,300 6.6 11,100 38.4 221 86
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

当中間期におけるわが国経済は,企業収益の改善による設備投資等により、景気は底堅く回復基調にあ

ったものの、米国のサブプライムローン問題に端を発した株価の急落や為替の変動、原油及び原材料価格

の高騰など、非常に不透明な状況となりました。

　小売業界におきましては、企業間競争はますます激化し、また、原材料価格の高騰をうけての販売価格

の上昇など、個人消費を取り巻く環境はより一層の厳しさをましております。

　このような情勢のもと当社は、昨年9月に子会社3社を吸収合併し、新たな成長を目指して、総力を結集

し、人事制度をはじめとした組織内ルールを見直しを図るなど、人材の育成を柱に「変化に対応できる」

組織作りに取組んでまいりました。

　当中間の概況につきまして、商品の特性を打ち出した広告チラシの折込や、販売計画に基づく季節商品

の展開や関連販売等の充実を図ったことにより、前年の実績を上回ることが出来ました。その内訳は全店

で売上1.9％増、既存店で売上2.7％増（客数1.9％増、客単価0.8％増）となりました。その結果、業績の

状況につきましては、売上高は670億5千7百万円、営業利益は55億9千8百万円、経常利益は70億4千4百万

円、中間純利益は70億8百万円となりました。

　店舗においては、環境の変化に対応したスピードをもった運営を実施してまいりましたが、原材料価格

の高騰など、商品の調達コストは上昇の傾向が続いており、商品販売の環境は一層厳しくなると思われま

す。このような中にあっても、合併による組織力強化を基盤に、積極的な商品政策を推し進め、魅力ある

品揃えを実現してまいりたいと考えております。

　店舗の状況につきましては、10月に家具単独店の足立店（東京都足立区）を閉店いたしました。

なお、子会社を吸収合併したことにより、当期より連結決算から非連結決算へと変更になっておりますの

で、前年との比較は省略しております。

　

　　(商品別売上状況)

　

当中間会計期間

(自　平成19年9月1日　　至平成20年2月29日)

売上高(百万円) 構成比(%)

収納家具 3,325 4.96

リビング家具 3,919 5.84

ダイニング家具 4,055 6.05

ベット 3,459 5.16

その他の家具 5,247 7.83

DIY商品 15,198 22.67

家庭用品 16,183 24.13

インテリア用品 7,325 10.92

レジャー用品 8,341 12.44

合計 67,057 100.00
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(通期の見通し)

今後の見通しにつきましては、海外経済や原油価格の動向など依然として不透明であり、また、年金問題

をはじめとした政府の対応の悪さから個人消費の鈍化が見込まれ、予断を許さない状況が続くものと思わ

れます。

　このような状況下にあって、当社では「基本をもとに」お客様から支持していただける店作り、売場作

りを実施し、重点商品等をしぼり、店舗間・担当者の競争意識を高め、常にお客様が期待できるサービス

の提供に応じられるよう取組んで参ります。また、新しい地域で「便利な店」としてご利用いただけるよ

う新規出店を積極的に推し進め、業容の拡大と業績の向上を図って行く所存であります。

　業績の通期見通しとして売上高は1,390億円、営業利益は120億円、経常利益は153億円、当期純利益は

111億円を予想しております。

　

(2) 財政状態に関する分析

当中間期における財政状態につきましては、総資産1,813億2千1百万円となり前期末に比べて112億7千

7百万円の増加となりました。この主な要因は、子会社を吸収合併したことで現金及びたな卸資産を引継

いだことによるものです。また、純資産は1,525億9千2百万円となり前期末と比較して6億9千5百万円増加

しております。この主な要因は利益剰余金の増加によるものです。

キャッシュ・フローにつきましては、当中間期における現金及び現金同等物は自己株式取得による預け金

の減少によるものです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　棚卸資産の増加額が4億7千1百万円、法人税等の支払額が23億9千2百万円になったものの、税引前中間

純利益は97億8千万円となったことにより、営業活動により獲得した資金は65億1千8百万円となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　有形固定資産の取得による支出が58億5千3百万円、有価証券の取得による支出が10億1千万円、投資有

価証券の取得による支出が11億8千2百万円となったことにより、有価証券の売却又は償還による収入が8

億7千9百万円となったものの投資活動により使用した資金は72億2千2百万円の支出となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　自己株式取得による支出が40億7百万円、配当金の支払額が13億6千7百万円となったことにより、財務

活動により使用した資金は53億7千6百万円となりました。

　

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

　
平成16年8月期

(連結)
平成17年8月期

(連結)
平成18年8月期

(連結)
平成19年8月期

(連結)
平成20年8月

中間期(非連結)

自己資本比率 84.5 82.7 82.7 85.3 84.2

時価ベースの自己資本比率 84.4 83.5 93.2 87.9 74.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

- - - - -

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

- - - - -

各指標は、以下の基準で算出しております。

　自己資本比率　　　　　　　　自己資本／総資産

　時価ベース自己資本比率　　　株式時価総額／総資産
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社の利益配分に対する考え方は、安定した配当の継続を基本に、業績動向や配当性向等を総合的に勘

案して実施することを基本方針としております。

内部留保につきましては、企業価値向上に向けた新規出店のための設備投資等の資金として積極的に活用

してまいります。

当期の配当につきましては、以上の方針に基づき、1株当たりの中間配当金は17円50銭とさせていただき

ます。また、安定した配当の継続を基本に１株当たり年間配当金は35円を予測しております。

(4) 事業等のリスク

当社の経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項は、主として以下のようなものがあります。

　なお、当社の事業等においてはこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたものがリ

スクのすべてではありません。また、将来について記載した事項は、当中間会計年度末現在において判断

したものであります。

(同業他社との競争激化及び消費動向による影響について)

　小売業界では、厳しい経営環境が続き、低価格販売による企業間競争が激化しております。当社では、

大型店舗の出店により店舗網の拡大を図ることに加え、品揃えの充実さや販売力の強化を図っております

が、当社の経営成績は同業他社との競争激化や消費動向による影響を受ける可能性があります。

(出店政策について)

　当社は、店舗の土地及び建物を賃貸する場合、出店時に土地所有者に対して、敷金・保証金及び建設協

力金として資金の差入れを行っており、建設協力金等一括または当社が支払う賃借料との相殺等により回

収しております。

　新規出店に際しましては、対象物件の権利関係等の確認を行い、出店先の財務内容に応じて抵当権を設

定する等、現状のできる限りの保全対策を行っておりますが、土地及び建物所有者である法人・個人が破

綻等の状況に陥り、店舗の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。また、締結している土地及び建物に係わる長期賃貸借契約のうち、当社の事情により

中途解約する場合には、敷金・保証金等の一部または全部を放棄する可能性があります。

(法的規制等について)

　当社は、家具・ホームセンターの小売業を営んでおります。店舗の出店拡大を図っておりますが、出店

に際しましては、「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」が平成12年5月31日

に廃止され、平成12年6月1日より「大規模小売店舗立地法」(以下、「大店立地法」という。)が施行され

ました。「大店立地法」では、売場面積1,000㎡を超える新規出店について都市計画、交通、地域環境等

の観点から地元自治体による出店規制が行われております。当社が今後出店を予定している新規出店につ

きましては、「大店立地法」や「都市計画法」による影響を受ける可能性があります。

(個人情報漏洩による影響について)

　平成17年4月1日より個人情報の保護に関する法律(以下、「個人情報保護法」という。)が全面施行さ

れ、個人情報を取扱う企業等は、一定の義務を負うことになります。

　当社は売上伝票での顧客に関する多くの個人情報を保有しております。個人情報の取り扱いにつきまし

ては、もとよりその管理を徹底しており、また、「個人情報保護法」施行に伴い、さらに社内管理体制の

充実と教育を推進し、万全を期しておりますが、不測の事故または事件によって情報漏洩が発生した場合

は、損害賠償の発生など当社の業績に影響を与える可能性があります。
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(自然災害等による影響について)

　当社は、主として店舗による事業展開を行っているため、地震・洪水・台風等の不測の災害によって店

舗等の事務所が損害を受けた場合や営業継続が困難となった場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

(情報セキュリティについて)

　当社が活用している情報システムについて、何らかの原因もしくは理由により、システムの稼動停止、

顧客情報・個人情報等の流出が万が一発生した場合には、当社の信用低下及び企業イメージの悪化につな

がり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(人材の確保について)

　当社では、店舗における小売業と事業を展開して行く上での管理部署において、販売及びさまざまな分

野においての専門知識とノウハウを保有する創造的な人材を確保することが重要であります。当社として

は、これらの必要な人材を充分確保できなかった場合には、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能

性があります。

　

　

２　企業集団の状況

　当社は、家具・ホームセンター用品の事業を営んでおり、平成19年9月1日に子会社3社を吸収合併により、

子会社及び関連会社は有しておりません。
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３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、小売業の原点である「商人の心」をもってお客様に接し奉仕することを基本とし、地域に密着

できる商品の提供と質の高いサービスの提供による住文化の担い手として、豊かな暮らしに貢献してゆく

ことを企業理念としております。

　豊かな住生活空間の創造のために高付加価値商品の提供と販売後の奉仕を目標として、また、お客様の

ニーズに対応した品揃えと品質を重視した売場づくりを行っております。

　

(2) 目標とする経営指標

当社といたしましては投下した資本から生み出される利益の効率を重要と考えております。総資本経常

利益率(ＲＯＩ)10％を超えることを当面の目標として、経営効率の向上を目指し、株主利益の拡大に努め

てまいります。

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社を取り巻く環境は、同業他社による出店競争や異業態を巻き込んだ価格競争がさらに熾烈になり、

本格的な競争時代に入ってきております。上記の経営方針に基づき、「基本の徹底」・「変化への対応」・

「人材育成」等を重視し、お客様の視点に立ち、お客様のニーズに的確に応じられ、支持される店舗作り

をはじめ、お客様に信頼される人材育成に注力しつつ、更なる収益性の改善に努力し、新規出店と既存店

舗の改装等で活性化を図ってまいります。

　事業展開の基礎となる経営基盤についても改革・強化を引続き進めてまいります。人事・組織面では役

割と責任を徹底し、公平性を高めるための人事制度と、変化に対応しうる柔軟な組織体制をとってまいり

ます。システム面においても業務効率や精度を高めるため、統一を図ってまいります。

具体的な取組みとして

①地域を厳選したドミナント方式による積極出店

・店舗形態を売場面積の規模で３パターンに分け、立地にあわせた出店を積極的に行ってまいります。

大型ＳＣ(ショッピングセンター)…売場面積5,000坪以上

　家具・ホームファッション・ホームセンターにテナント(衣料、食品、その他)を併設

大型店…売場面積4,000坪～5,000坪　家具・ホームファッション・ホームセンター

中型店…売場面積2,000坪～3,000坪　家具・ホームセンター

・出店数につきましては年間3～4店を計画しております。また、関東圏においては、東京都(23区、都

下)を中心とした神奈川県・埼玉県・千葉県での出店を推し進め、関西圏においては、大阪府を中心に店

舗展開を進めてまいります。

― 7 ―



②商品戦略

・本部主導型の商品構成から店舗主導に切替、地域に密着した品揃えを行ってまいります。また社員一人

一人が“プロのアドバイザー”としてお客様満足度を高めると共に、社員が取引先と一体となって、お客

様の声を商品開発に活かせる体制づくりを進めるなど、付加価値の高い製品、サービスを提供することで

粗利率の改善にも努めてまいります。

数値目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円、％)

　 平成20年8月期 平成21年8月期 平成22年8月期

　 計画 前期比 計画 前期比 計画 前期比

売上高 139,000 102.0 153,000 110.1 170,000 111.1

営業利益 12,000 110.5 13,300 110.8 14,800 111.3

利益率 8.6 8.7 8.7

　　・増収増益の決算基調を軌道にのせ、営業利益の拡大を図ります。

　　・この間の主な設備投資としては、新規出店店舗の建設に係る支出及び土地の取得の支出が想定

　　　されますが、全額自己資金でまかなう予定でおります。

　

(4) 会社の対処すべき課題

・新規出店戦略

　　　平成12年から推し進めてきた大型店出店戦略の成果を踏まえて、今後の利益成長を担う堅

　　　実な出店を計画的に行っていくことが重要だと考えております。

　　　出店に際しては、地域を厳選した上で、その地域で求められる品揃えの充実や、快適な時

　　　間を過ごせるよう店舗の設備環境の向上に取り組んでまいります。

　・人材の育成

　　　企業の成長戦略を確実なものにするために欠かせないのは、「人」の育成だと考えており

　　　ますので、職場に応じた教育研修の充実を図ってまいります。

　　　また、今後の新規出店や組織力強化を支える人員の確保の観点から、新規(新卒)採用を拡

　　　大してまいります。
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４　中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成19年2月28日)

当中間会計期間末

(平成20年2月29日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 13,745 　 　 9,505 　 　 10,525 　

　２　受取手形 　 　 100 　 　 80 　 　 93 　

　３　売掛金 　 　 1,684 　 　 3,050 　 　 1,761 　

　４　有価証券 　 　 45,770 　 　 40,503 　 　 38,971 　

　５　たな卸資産 　 　 8,730 　 　 15,297 　 　 8,303 　

　６　その他 　 　 3,929 　 　 2,483 　 　 6,244 　

　　　貸倒引当金 　 　 △451 　 　 △2 　 　 △1 　

　　　流動資産合計 　 　 73,509 43.0 　 70,917 39.1 　 65,898 38.8

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　建物 ※１ 　 30,834 　 　 30,979 　 　 31,809 　

　　(2)　土地 　 　 38,747 　 　 38,433 　 　 38,845 　

　　(3)　その他 ※１ 　 3,535 　 　 8,852 　 　 2,909 　

　　　　計 　 　 73,117 42.8 　 78,265 43.1 　 73,564 43.3

　２　無形固定資産 　 　 408 0.2 　 483 0.3 　 416 0.2

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　長期差入保証金 　 　 13,312 　 　 12,524 　 　 13,052 　

　　(2)　その他 ※３ 　 11,011 　 　 19,339 　 　 17,320 　

　　　　 貸倒引当金 　 　 △208 　 　 △208 　 　 △208 　

　　　　 投資損失引当金 　 　 △100 　 　 - 　 　 - 　

　　　計 　 　 24,014 14.0 　 31,655 17.5 　 30,164 17.7

　　　固定資産合計 　 　 97,540 57.0 　 110,404 60.9 　 104,145 61.2

　　　資産合計 　 　 171,050 100.0 　 181,321 100.0 　 170,044 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年2月28日)

当中間会計期間末

(平成20年2月29日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 1,310 　 　 1,702 　 　 1,105 　

　２　買掛金 　 　 11,415 　 　 16,578 　 　 11,453 　

　３　未払法人税等 　 　 2,260 　 　 2,827 　 　 1,992 　

　４　賞与引当金 　 　 263 　 　 473 　 　 283 　

　５　その他 　 　 3,209 　 　 5,504 　 　 1,999 　

　　　流動負債合計 　 　 18,458 10.8 　 27,085 14.9 　 16,833 9.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 126 　 　 348 　 　 293 　

　２　役員退職慰労引当金 　 　 - 　 　 54 　 　 - 　

　３　その他 　 　 866 　 　 1,239 　 　 1,020 　

　　　固定負債合計 　 　 993 0.6 　 1,643 0.9 　 1,313 0.8

　　　負債合計 　 　 19,451 11.4 　 28,729 15.8 　 18,146 10.7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 16,533 9.7 　 16,533 9.1 　 16,533 9.7

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 19,344 　 　 19,344 　 　 19,344 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 19,344 11.3 　 19,344 10.7 　 19,344 11.4

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 1,295 　 　 1,295 　 　 1,295 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 110,300 　 　 115,000 　 　 110,300 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 3,820 　 　 8,056 　 　 7,118 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 115,415 67.5 　 124,351 68.6 　 118,713 69.8

　４　自己株式 　 　 △96 △0.1 　 △6,112 △3.4 　 △2,105 △1.2

　　　株主資本合計 　 　 151,197 88.4 　 154,117 85.0 　 152,486 89.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 401 　 　 △1,525 　 　 △589 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 401 0.2 　 △1,525 △0.8 　 △589 △0.4

Ⅲ　新株予約権 　 　 - - 　 0 0.0 　 - -

　　　純資産合計 　 　 151,598 88.6 　 152,592 84.2 　 151,897 89.3

　　　負債純資産合計 　 　 171,050 100.0 　 181,321 100.0 　 170,044 100.0
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間

(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 40,968 100.0 　 67,057 100.0 　 83,598 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 27,879 68.1 　 45,657 68.1 　 56,863 68.0

　　　売上総利益 　 　 13,089 31.9 　 21,399 31.9 　 26,735 32.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 8,462 20.6 　 15,801 23.6 　 17,457 20.9

　　　営業利益 　 　 4,627 11.3 　 5,598 8.3 　 9,277 11.1

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 1,977 4.8 　 2,684 4.0 　 4,782 5.7

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 995 2.4 　 1,238 1.8 　 1,193 1.4

　　　経常利益 　 　 5,608 13.7 　 7,044 10.5 　 12,866 15.4

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 0 0.0 　 3,086 4.6 　 0 0.0

Ⅶ　特別損失 ※５ 　 111 0.3 　 350 0.5 　 1,080 1.3

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 5,497 13.4 　 9,780 14.6 　 11,786 14.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,239 　 　 2,768 　 　 4,994 　 　

　　　法人税等調整額 　 25 2,264 5.5 2 2,771 4.1 △149 4,845 5.8

　　　中間(当期)純利益 　 　 3,232 7.9 　 7,008 10.5 　 6,940 8.3
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(3) 中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

資本準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 102,300 8,998 △85 148,386

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △410 　 △410

　中間純利益 　 　 　 　 3,232 　 3,232

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △10 △10

　別途積立金の積立 　 　 　 8,000 △8,000 　 －

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

－ － － 8,000 △5,178 △10 2,810

平成19年2月28日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 110,300 3,820 △96 151,197

　

　
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

平成18年8月31日残高(百万円) 532

中間会計期間中の変動額 　

　剰余金の配当 　

　中間純利益 　

　自己株式の取得 　

　別途積立金の積立 　

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△131

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△131

平成19年2月28日残高(百万円) 401
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当中間会計期間(自　平成19年9月１日　至　平成20年2月29日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

資本準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 110,300 7,118 △2,105 152,486

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △1,370 　 △1,370

　中間純利益 　 　 　 　 7,008 　 7,008

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △4,007 △4,007

　別途積立金の積立 　 　 　 4,700 △4,700 　 -

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 -

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

- - - 4,700 938 △4,007 1,631

平成20年2月29日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 115,000 8,056 △6,112 154,117

　

　
評価・換算差額等

新株予約権
その他有価証券評価差額金

平成19年8月31日残高(百万円) △589 -

中間会計期間中の変動額 　 　

　剰余金の配当 　 　

　中間純利益 　 　

　自己株式の取得 　 　

　別途積立金の積立 　 　

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△936 0

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△936 0

平成20年2月29日残高(百万円) △1,525 0
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前事業年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

資本準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 102,300 8,998 △85 148,386

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △821 　 △821

当期純利益 　 　 　 　 6,940 　 6,940

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △2,019 △2,019

別途積立金の積立 　 　 　 8,000 △8,000 　 　

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計
(百万円) - - - 8,000 △1,880 △2,019 4,100

平成19年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 110,300 7,118 △2,105 152,486

　 　 　 　 　 　 　 　

　

評価・換算差

額等 　 　 　 　 　 　
その他有価証

券評価差額金 　 　 　 　 　 　

平成18年8月31日残高(百万円) 532 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

別途積立金の積立 　 　 　 　 　 　 　
株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額) △1,121 　 　 　 　 　 　
事業年度中の変動額合計
(百万円) △1,121 　 　 　 　 　 　

平成19年8月31日残高(百万円) △589 　 　 　 　 　 　
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(4) 中間キャッシュ・フロー計算書

　 　
当中間会計期間

(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

1　税引前当期純利益 　 9,780

2　減価償却費　 　 1,301

3　貸倒引当金の増加額　 　 0

4　賞与引当金の増加額 　 48

5　退職給付引当金の増加額 　 55

6　役員退職慰労引当金の増加額 　 54

7　抱合せ株式消滅差益 　 △3,086

8　減損損失 　 173

9　株式報酬費用 　 0

10　受取利息及び受取配当金 　 △1,170

11　支払利息　 　 0

12　為替差損 　 413

13　売上債権の増加額　 　 △110

14　棚卸資産の増加額　 　 △471

15　仕入債務の減少額　 　 △654

16　前受金の増加額　 　 479

17　その他　 　 925

　　　　小計 　 7,742

18　利息及び配当金の受取額 　 1,168

19　利息額の支払額　 　 △0

20　法人税等の支払額　 　 △2,392

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 6,518

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

1　有価証券の取得による支出 　 △1,010

2　有価証券の売却又は償還による収入　　 　 879

3　有形固定資産の取得による支出　　 　 △5,853

4　投資有価証券の取得による支出　 　 △1,182

5　その他 　 △55

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △7,222
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当中間会計期間

(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　1　配当金の支払額 　 △1,367

　2　自己株式の取得による支出　　　 　 △4,007

　3　割賦債務の支払額　 　 △1

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △5,376

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △413

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 　 △6,494

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 36,890

Ⅶ　合併による現金及び現金同等物の受入 　 5,789

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末残高 　 36,186
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

商品…売価還元法による原

価法によっています。

(1) たな卸資産

　　　　　同左

(1) たな卸資産

　　　　　同左

　 (2) 有価証券 (2) 有価証券　　　 (2) 有価証券

　 　①　子会社株式

　　　移動平均法による原

価法によっていま

す。

　　　　　　- 　①　子会社株式

　　　移動平均法による原

価法によっていま

す。

　 　②　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)によっていま

す。

　その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　同左

　②　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　期末決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)によっていま

す。

　 　　　時価のないもの

　　移動平均法による原価

法によっています。

　時価のないもの

　　　　同左

　　　時価のないもの

　　　　同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっていま

す。

　　ただし、平成10年4月1

日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)につ

いては、定額法によっ

ています。

　　なお、主要な減価償却

資産の耐用年数は次の

とおりであります。

　　建物　　　3年～50年

　　構築物　　10年～20年

　　器具備品　2年～10年

　　　　　－

(1) 有形固定資産

　　　　同左

　　

　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
(追加情報)

法人税法の改正に伴い、平

成19年8月31日以前に取得

した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により、取得価額の5％に到

達した事業年度の翌事業年

度より取得価額の5％相当額

と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上してお

ります。なお、これによる

損益に与える影響は軽微で

あります。　

(1) 有形固定資産

　　　　同左

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
(会計方針の変更)
法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律　
平成19年3月30日　法律第6
号)及び(法人税法施行令の
一部を改正する政令平成19
年3月30日　　政令第83号))
に伴い、平成19年4月1日以
降に取得したものについて
は、改正後の法人税法に基
づく減価償却方法に変更し
ております。当該変更に伴
う損益に与える影響は軽微
であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっていま
す。

　　ただし、自社利用のソ
フトウェアについて
は、社内における利用
可能期間(5年)に基づ
く定額法によっており
ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

　　　　同左

　 (3) 投資その他の資産(長期

前払費用)

　　定額法によっていま

す。

(3) 投資その他の資産(長期

前払費用)

同左

(3) 投資その他の資産(長期

前払費用)

　　　　同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権等の貸倒れによる
損失に備えるため、一
般債権については、貸
倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権
については個別に回収
可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上して
います。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

　　　　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備
えるため、将来の支給
見込額のうち当中間会
計期間の負担額を計上
しています。

(2) 賞与引当金　　　
　　　　　同左

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備
えるため、将来の支給
見込額のうち当期の負
担額を計上しておりま
す。

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。なお、数理計算上
の差異は、その発生時
の翌事業年度におい
て、一括処理すること
としております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年
度末において発生して
いると認められる額を
計上しております。ま
た、数理計算上の差異
は、その発生時の翌事
業年度において、一括
処理することとしてお
ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

　 (4)　投資損失引当金

　関係会社株式に係わる損
失に備えるため、当該会社
の財政状態及び回収可能性
等を勘案して必要額を計上
しております。

　　　　　　-

　

　
　
　
　
　(4)役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出
に備えるため、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上
しております。
　(会計方針の変更)
　従来、役員退職慰労金は
支出時の費用として処理を
しておりましたが、役員の
在職期間の長期化に伴い、
将来におけるその支出額の
増加が見込まれることか
ら、役員退職慰労金規程の
見直し及び整備を行い役員
退職慰労引当金計上の環境
を整備したことを契機とし
て期間損益の適正化と財務
体質の健全化を図るため
に、当中間会計期間から内
規に基づく中間期末要支給
額を役員退職慰労引当金と
して計上することに変更し
ております。
この変更に伴い、当中間会
計期間の発生額9百万円は販
売費及び一般管理費に計上
し、過年度相当額45百万円
は特別損失に計上しており
ます。この結果、従来の方
法によった場合と比較して
営業利益及び経常利益は9百
万円、税引前中間純利益は
54百万円それぞれ減少して
おります。

　　　　　　-

　
　
　
　
　
　　　　　　　-
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。

同左 　　　　　同左

５　中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

－ 　キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、

価値の変動について僅

少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来す

る短期投資からなって

おります。

－

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっていま

す。なお仮払消費税等

及び仮受消費税等は相

殺し、流動負債の「そ

の他」に含めて表示し

ております。

　消費税等の会計処理

　　　　同左

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっていま

す。
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(6) 中間個別財務諸表に関する注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成19年2月28日)

当中間会計期間末
(平成20年2月29日)

前事業年度末
(平成19年8月31日)

※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

15,561百万円

　
　２　保証債務
　子会社の債務引受型決済サービス
契約による債務を保証
(株)島忠ホームズ　　1,697百万円

※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

16,996百万円

　
　２　　　　　　-

　
　
　
 ※３　担保資産
　投資その他の資産のうち、投資有
価証券２百万円を営業保証の担保に
提供しております。

※１　有形固定資産の
減価償却累計
額

16,166百万円

　２　保証債務
　子会社の債務引受型決済サービス
契約による債務を保証
(株)島忠ホームズ　1,714百万円
　　　　　　　-

(中間損益計算書関係)

項目
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月１日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

※1 営業外収益の

　うち主要なもの

　　

　　

　　

受取利息 90百万円

為替差益 323百万円

受取賃貸料 489百万円
　

受取利息

有価証券利息

98百万円

1,066百万円

受取賃貸料 1,104百万円

受取利息 209百万円

有価証券利息 1,710百万円

受取賃貸料 1,316百万円

※2 営業外費用の

　うち主要なもの

賃貸原価 508百万円 賃貸原価 816百万円

為替差損 413百万円
　

賃貸原価 1,131百万円

  3 減価償却実施額

　　　有形固定資産

　　　無形固定資産

　

1,161百万円

16百万円

　

1,231百万円

69百万円

　

2,491百万円

32百万円

※4 特別利益のうち

主要なもの

　
－

抱合せ株式
消滅差益　　　　3,086百万円

　
－

※5減損損失 － 当社は以下の資産について減損
損失を計上いたしました。
主な用途　　種類　　場所
店舗　　建物他　　兵庫県他
当社は原則として店舗について
は店舗を基準単位として、遊休
資産及び賃貸不動産については
個々の資産を基礎としてグルー
ピングし、減損損失の検討を行
いました。その結果、営業活動
から生ずる損益が継続してマイ
ナスとなる店舗について帳簿価
額を回収可能額まで減額し、当
該減少額を減損損失（173百万
円）として特別損失に計上いた
しました。その内訳は建物153
百万円、有形固定資産「その
他」19百万円であります。な
お、当社の回収可能価額は正味
売却価額により測定しており、
正味売却価額は固定資産税評価
額を基礎に算定しており、売却
や他への転用が困難な資産はゼ
ロ評価しております。

当事業年度において、当社は以下の
資産について減損損失を計上いたし
ました。
主な用途　　種類　　　場所
①店舗　建物、土地他　千葉県他
②遊休資産　建物他　　東京都
　　　
当社は原則として店舗については店
舗を基準単位として、遊休資産及び
賃貸不動産については個々の資産を
基礎としてグルーピングし、減損損
失の検討を行いました。その結果、
営業活動から生ずる損益が継続して
マイナスとなる店舗、売却により処
分する方針が決定した店舗、遊休資
産について帳簿価額を回収可能額ま
で減額し、当該減少額を減損損失
（345百万円）として特別損失に計
上いたしました。その内訳は建物216
百万円、土地116百万円、有形固定
資産の「その他」12百万円でありま
す。なお、当社の回収可能額は正味
正味売却価額により測定しており、
正味売却価額は売買契約が成立して
いる店舗については売買契約金額を
使用し、売却や他の転用が困難な資
産はゼロ評価しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　

前中間会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 35,058 3,108 － 38,166
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　3,108株

　

当中間会計期間(自　平成19年9月１日　至　平成20年2月29日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 51,389,104 - - 51,389,104

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 636,119 1,243,680 - 1,879,799
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　2,280株

　会社法第165条第2項による定款の定めによる自己株式の取得　　1,241,400株

３　新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間会計期間末
残高(百万円)前事業年度 増加 減少 当中間会計期間末

第1回ストック・オプ
ションとしての新株予
約権

- - - - - 0

合計 - - - - 0

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月29日
定時株主総会

普通株式 1,370 27 平成19年8月31日 平成19年11月30日

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年4月17日
取締役会

普通株式 利益剰余金 866 17.5 平成20年2月29日 平成20年5月23日

　

前事業年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 35,058 601,061 - 636,119

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　5,461株

　　　　会社法第165条第2項による定款の定めに基づく自己株式の取得　　　595,600株
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前中間会計期間
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

　　　　　　　－ 　現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

　
現金及び預金勘定　　9,505百万円
マネー・マネジメント・ファンド
(有価証券)　　　　11,477百万円

コマーシャル・ペーパー
(有価証券)　　　　13,981百万円

預け金(流動資産その他)
　　　　　　　　　 1,222百万円
現金及び現金同等物　　　　　
　　　　　　　　　36,186百万円

　　　　　　　－
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

器具備品 488 243 245

ソフトウ
ェア

71 28 43

合計 560 271 288
　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

器具備品 3,441 1,933 1,508

ソフトウ
ェア

362 259 102

合計 3,803 2,193 1,610

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 620 304 316

ソフトウ
ェア

120 40 79

合計 740 345 395

(注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

(注) 　　　　 同左

　

(注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 111百万円

１年超 177百万円

合計 288百万円

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 685百万円

１年超 935百万円

合計 1,621百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 131百万円

１年超 263百万円

合計 395百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産及び無形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

(注) 　　　　 同左 (注) 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 57百万円

減価償却費
相当額

57百万円

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 388百万円

減価償却費
相当額

388百万円

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 131百万円

減価償却費
相当額

131百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左
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(有価証券関係)
　

当中間会計期間(平成20年2月29日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　
取得原価
(百万円)

中間貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

 株式 1,541 1,613 72

 その他 23,084 20,452 △2,631

合計 24,625 22,065 △2,559

（注）減損処理にあたっては、当中間会計期間における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行なう

こととしております。

２　時価評価されていない主な「有価証券」

　
中間貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 29

　マネー・マネジメント・ファンド 11,477

　コマーシャル・ペーパー 13,981
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(デリバティブ取引関係)

該当する事項はありません。

　

(持分法投資損益等)

該当する事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成18年9月1日　至平成19年2月28日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年9月1日　至平成20年2月29日)

1.当該中間会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　0百万円

2.ストック・オプションの内容

ストック・オプションの名称 第1回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　6名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　25,000株

付与日 平成20年1月11日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において
も当社又は当社子会社の取締役又は従業員その他これに
準ずる地位にあることを要する。ただし、新株予約権の
割当てを受けた者が任期満了により退任した場合その他
当社当社取締役会決議において正当な理由があると認め
た場合はこの限りでない。
新株予約権者が死亡した場合は、その死亡の日から2年
以内に限り、相続人中、新株予約権を承継する者(「権
利承継者」)が新株予約権を行使することができるもの
とする。
その他の権利行使条件は、当社と新株予約権の割当てを
受けた者との間で締結する新株予約権割当契約において
定める。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成21年12月22日～平成24年12月21日

権利行使価格(円) 3,426

付与日における公正な評価単価(円) 441

3.前事業年度(自　平成18年9月1日　至平成19年8月31日)

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成18年9月1日　至平成19年2月28日)

　　該当事項はありません。

　

　　　　当中間会計期間(自　平成19年9月1日　至平成20年2月29日)

　　　　(共通支配下の取引等)

　　1.結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後

　　　の名称並びに取引の目的を含む取引概要

　　(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　名称　　　株式会社関西島忠、株式会社島忠ホームズ、　株式会社関東島忠

　　　事業内容　家具及びホームセンター店舗の運営

　　(2)企業結合の法的形式

　　　当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）　　

　　(3)結合後企業の名称

　　　株式会社　島忠

　　(4)取引の目的を含む取引の概要

　　　取引の目的　　経営資源の集中と経営の効率化を図ることを目的に吸収合併をいたしました。

　　　合併期日　　　平成19年9月1日

　　　その他　　　　100％出資子会社との合併であり、新株の発行及び合併交付金の支払は行って

　　　　　　　　　　おりません。

　　2.実施した会計処理の概要

　　　「企業結合に係る会計基準　三　企業結合に係る会計基準　4　共通支配下の取引等の会計処理

　　　(1)共通支配下の取引」に規定する会計処理を適用いたしました。

　　　　なお、抱合せ株式消滅差益3,086百万円を特別利益に計上しております。

　

前事業年度(自　平成18年9月1日　至平成19年8月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

１株当たり純資産額 2,952円21銭 3,082円8銭 2,992円87銭

１株当たり中間(当期)純
利益

62円95銭 140円8銭 135円32銭

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純
利益

　
　
　
　

なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益額につきまし

ては、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

　　　　　　　

なお、潜在株式調整後1株当

たり中間純利益については、

希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載し

ておりません。

　

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益額につきまし

ては、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

　　　　　

　
　(注)　１株当たりの算定上の基礎

１.　１株当たりの純資産額

　
前中間会計期間

(自　平成18年9月　1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月　1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月　1日
至　平成19年8月31日)

純資産の部合計額(百万円) 151,598 152,592 151,897

普通株式に係る純資産額(百万円) 151,598 152,591 151,897

差額の主な内訳(百万円)
　　　　新株予約権

- 0 -

普通株式の発行済株式数(千株) 51,389 51,389 51,389

普通株式の自己株式数(千株) 38 1,879 636

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

51,350 49,509 50,752

　
２.　１株当たりの中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益

　
　 前中間会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 3,232 7,008 6,940

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益
　　　　　　　　　　　　（百万円）

3,232 7,008 6,940

普通株式の期中平均株式数（千株） 51,352 50,030 51,290

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後1株当たり中間（当期）純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要

―

潜在株式の種類　　　　
　　第1回新株予約権　　
　潜在株式の数(普通株
式)　　　　　25千株

―
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成18年 9月 1日
至　平成19年 2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年 9月 1日
至　平成20年2月29日)

前事業年度
(自　平成18年 9月 1日
至　平成19年 8月31日)

　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　

　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (子会社吸収合併）

 当社は、平成19年9月1日付で、子会社

である株式会社関西島忠、株式会社島忠

ホームズ、株式会社関東島忠を吸収合併

しております。

1.結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容、企業結合の法

的形式、結合後企業の名称並びに取引の

目的を含む取引の概要

(1)結合当事企業の名称

　株式会社関西島忠、株式会社島忠ホー

ムズ、株式会社関東島忠

(2)事業の内容

　家具・ホームセンター店舗の運営

(3)企業結合の法的形式

　当社を存続会社とする吸収合併　(簡

易合併)

(4)結合後企業の名称

　株式会社島忠

(5)取引の目的を含む取引の概要

　当社は、経営資源の集中と経営の効率

化を図ることを目的に、当社の全額出資

子会社である株式会社関西島忠、株式会

社島忠ホームズ、株式会社関東島忠の3

社を吸収合併することとし、平成19年6

月21日合併契約を締結し、平成19年9月1

日付にて合併いたしました。

2.財産の引継ぎ

　合併期日において株式会社関西島忠、

株式会社島忠ホームズ、株式会社関東島

忠の資産・負債及び権利義務の一切を引

継いでおります。なお、引継いだ資産及

び負債の額(当社債権・債務相殺消去後)

は次の通りであります。　　　　

株式会社関西島忠　　

資産6,124百万円　負債3,335百万円

株式会社島忠ホームズ　　

資産6,794百万円　負債4,606百万円

株式会社関東島忠　　　

資産1,830百万円　　負債510百万円

3.実施した会計処理の概要

　本合併は、「企業結合に係る会計基準

(平成15年10月31日企業会計審議会)」及

び「企業結合会計及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」に基づき、共通支

配下の取引として会計処理を行っており

ます。

なお、次事業年度において、抱合せ株式

消滅差益を3,086百万円特別利益に計上

する見込みであります。
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前中間会計期間
(自　平成18年 9月 1日
至　平成19年 2月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年 9月 1日
至　平成20年 2月29日)

前事業年度
(自　平成18年 9月 1日
至　平成19年 8月31日)

　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　

　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　
　

(自己株式の取得)
　当社は、平成19年10月19日開催の取締
役会において、会社法第165条第2項の規
定に基づき、自己株式を
取得すること決議いたしました。
自己株式取得に関する取締役会の決議内
容
①取得理由
　経営環境の変化に対応した機動的な資
本政策の遂行を可能とし、資本効率の向
上を図るため。
②取得方法
　市場による買付け
③取得する株式の種類、数量及び価額
　普通株式　　　1,300千株(上限)
　取得価額の総額4,000百万円(上限)
 ④取得期間
平成19年10月22日～平成19年12月28日　
　
なお、「第一部　企業情報　第4　提出
会社の状況　2自己株式の取得等の状況
　(2)取締役会決議による取得の状況」
に記載のとおり、平成19年11月29日現在
で　1,155千株、3,715百万円自己株式を
取得しております。
 (取締役に対するストックオプション制
度の導入)
　当社は、平成19年11月29日開催の定時
株主総会において、「取締役に対するス
トックオプションのための報酬等の額及
び内容決定の件」を決議し、ストックオ
プションのための報酬等として新株予約
権を年額55百万円の範囲で付与すること
となりました。なお、その内容は「第一
部　企業情報　第4　提出会社の状況　1
　株式等の状況　(8)ストックオプショ
ン制度の内容」に記載のとおりでありま
す。
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(参考)　中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成19年2月28日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 16,985 　 　 15,782 　

　２　受取手形及び売掛金 　 　 2,851 　 　 3,020 　

　３　有価証券 　 　 45,770 　 　 38,971 　

　４　たな卸資産 　 　 15,206 　 　 14,825 　

　５　繰延税金資産 　 　 95 　 　 299 　

　６　その他 　 　 2,166 　 　 4,059 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1 　 　 △1 　

　　　流動資産合計 　 　 83,073 45.8 　 76,957 42.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 ※１ 　 32,514 　 　 33,451 　

　　(2) 土地 　 　 38,747 　 　 38,845 　

　　(3) 建設仮勘定 　 　 1,936 　 　 1,332 　

　　(4) その他 ※１ 　 541 　 　 499 　

　　　有形固定資産合計 　 　 73,740 40.7 　 74,130 40.9

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 借地権 　 　 237 　 　 237 　

　　(2) その他 　 　 289 　 　 284 　

　　　無形固定資産合計 　 　 527 0.3 　 521 0.3

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 長期貸付金 　 　 4,262 　 　 4,094 　

　　(2) 長期差入保証金 　 　 13,414 　 　 13,143 　

　　(3) 繰延税金資産 　 　 81 　 　 710 　

　　(4) その他 　 　 6,363 　 　 12,006 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △218 　 　 △208 　

　　　　投資その他の資産合計 　 　 23,902 13.2 　 29,746 16.4

　　　固定資産合計 　 　 98,170 54.2 　 104,398 57.6

　　　資産合計 　 　 181,244 100.0 　 181,355 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年2月28日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 　 　 18,942 　 　 18,725 　

　２　未払金 　 　 1,070 　 　 1,209 　

　３　未払法人税等 　 　 2,388 　 　 2,421 　

　４　前受金 　 　 1,876 　 　 1,290 　

　５　賞与引当金 　 　 387 　 　 424 　

　６　繰延税金負債 　 　 165 　 　 - 　

　７　その他 　 　 1,657 　 　 1,108 　

　　　流動負債合計 　 　 26,488 14.6 　 25,179 13.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 126 　 　 293 　

　２　その他 　 　 963 　 　 1,118 　

　　　固定負債合計 　 　 1,090 0.6 　 1,411 0.8

　　　負債合計 　 　 27,578 15.2 　 26,590 14.7

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 16,533 9.1 　 16,533 9.1

　２　資本剰余金 　 　 19,344 10.7 　 19,344 10.7

　３　利益剰余金 　 　 117,482 64.8 　 121,580 67.0

　４　自己株式 　 　 △96 △0.0 　 △2,105 △1.2

　　　株主資本合計 　 　 153,264 84.6 　 155,353 85.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 401 0.2 　 △588 △0.3

　　　評価・換算差額等合計 　 　 401 0.2 　 △588 △0.3

　　　純資産合計 　 　 153,665 84.8 　 154,764 85.3

　　　負債純資産合計 　 　 181,244 100.0 　 181,355 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自 平成18年9月 1日
至 平成19年2月28日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年9月 1日
至 平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 65,789 100.0 　 136,281 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 44,921 68.3 　 92,967 68.2

　　売上総利益 　 　 20,868 31.7 　 43,314 31.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 15,823 24.0 　 32,459 23.8

　　　営業利益 　 　 5,045 7.7 　 10,854 8.0

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 557 　 　 1,887 　 　

　２　受取配当金 　 3 　 　 10 　 　

　３　為替差益 　 323 　 　 315 　 　

　４　受取賃貸料 　 489 　 　 1,591 　 　

　５　受取手数料 　 97 　 　 202 　 　

　６　その他 　 480 1,951 2.9 761 4,768 3.5

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払賃借料 　 ― 　 　 ― 　 　

　２　賃貸原価 　 508 　 　 1,165 　 　

　３　その他 　 95 603 0.9 100 1,266 1.0

　　　経常利益 　 　 6,393 9.7 　 14,356 10.5

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※２ 0 0 0.0 0 0 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※３ 15 　 　 197 　 　

　２　減損損失 ※４ ― 15 0.0 345 543 0.4

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益

　 　 6,377 9.7 　 13,813 10.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,367 　 　 5,621 　 　

　　　法人税等調整額 　 499 2,867 4.4 172 5,794 4.2

　　　中間(当期)純利益 　 　 3,510 5.3 　 8,019 5.9
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 114,382 △85 150,175

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △410 　 △410

　中間純利益 　 　 3,510 　 3,510

　自己株式の取得 　 　 　 △10 △10

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― 3,099 △10 3,088

平成19年2月28日残高(百万円) 16,533 19,344 117,482 △96 153,264

　

　
　　　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

平成18年8月31日残高(百万円) 533

中間連結会計期間中の変動額 　

　剰余金の配当 　

　中間純利益 　

　自己株式の取得 　

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△131

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△131

平成19年2月28日残高(百万円) 401
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前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 114,382 △85 150,175

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △821 　 △821

　当期純利益 　 　 8,019 　 8,019

　自己株式の取得 　 　 　 △2,019 △2,019

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

- - 7,197 △2,019 5,178

平成19年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 121,580 △2,105 155,353

　

　
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

平成18年8月31日残高(百万円) 533

連結会計年度中の変動額 　

　剰余金の配当 　

　当期純利益 　

　自己株式の取得 　

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△1,121

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,121

平成19年8月31日残高(百万円) △588
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自 平成18年9月 1日
至 平成19年2月28日)

前連結会計年度
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　税金等調整前中間(当期)純利益 　 6,377 13,813

　２　減価償却費 　 1,226 2,637

　３　減損損失 　 ― 345

　４　貸倒引当金の増加額(△は減少額) 　 9 △0

　５　賞与引当金の増加額(△は減少額) 　 △76 △39

　６　退職給付引当金の増加額(△は減少額) 　 10 176

　７　受取利息及び受取配当金 　 △560 △1,897

　８　為替差損（△は差益） 　 △323 △315

　９　固定資産売却益 　 △0 △0

　10　固定資産処分損 　 15 197

　11　支払利息 　 0 0

　12　売上債権の減少額(△は増加額) 　 94 △74

　13　たな卸資産の減少額(△は増加額) 　 △317 63

　14　仕入債務の増加額(△は減少額) 　 △3,353 △3,493

　15　未払金の増加額(△は減少額) 　 △1,019 △877

　16　前受金の増加額(△は減少額) 　 745 158

　17　その他 　 866 1,451

　　　　小計 　 3,695 12,146

　18　利息及び配当金の受取額 　 553 1,965

　19　利息の支払額 　 △0 △0

　20　法人税等の支払額 　 △3,969 △7,275

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 　 279 6,836
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前中間連結会計期間

(自 平成18年9月 1日
至 平成19年2月28日)

前連結会計年度
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　有価証券の取得による支出 　 △8,744 △15,150

　２　有価証券の売却又は償還による収入 　 4,235 6,633

　３　有形固定資産の取得による支出 　 △2,681 △5,305

　４　有形固定資産の売却による収入 　 0 0

　５　無形固定資産の取得による支出 　 △15 △42

　６　投資有価証券の取得による支出 　 ― △7,074

　７　長期差入保証金の預入れによる支出 　 △132 △136

　８　長期差入保証金の返還による収入 　 744 748

　９　保険積立基金の預入れによる支出 　 ― △100

　10　保険積立基金の満期償還による収入 　 ― 230

　11　貸付金の回収による収入 　 168 336

　12　その他 　 △0 △251

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △6,426 △20,109

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　割賦債務の支払額 　 △1 △2

　２　配当金の支払額 　 △410 △820

　３　自己株式の取得による支出 　 △10 △2,019

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △422 △2,842

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 323 315

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額(△は減少額) 　 △6,245 △15,800

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 58,481 58,481

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 　 52,235 42,680
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

１連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数

　　３社

(2) 連結子会社名称

　　株式会社　関西島忠

　　株式会社　島忠ホームズ

　　株式会社　関東島忠　

(3) 非連結子会社の数

　　該当事項はありません。

(4) 非連結子会社名称

　　該当事項はありません。

(1) 連結子会社の数

　　　　　　　 同左

(2) 連結子会社名称

　　　　　　　 同左

　

　

(3) 非連結子会社の数

　　　　　　　 同左

(4) 非連結子会社名称

　　　　　　　 同左

２持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。 同左

３連結子会社の中間決算日(決

算日)等に関する事項

連結子会社の中間期の末日は中間連結決

算日と一致しております。

連結子会社の事業年度の末日は連結決算

日と一致しております。

４会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①たな卸資産

　　商品…売価還元法による原価法によ

っております。

　②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　期末決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①たな卸資産

　　　　　　　 同左

　

　②有価証券

　その他有価証券

　時価のあるもの

　期末決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定)

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

　　　　　　　 同左
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項目

　

前中間連結会計期間
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①有形固定資産
　定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)について
は定額法)を採用しております。
　なお、主要な減価償却資産の耐用年数は、
次のとおりであります。
　　建物及び構築物　　3年～50年
　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①有形固定資産
　　　　　　　 同左
　　　
　　
(会計方針の変更)
　法人税改正((所得税法等の一部を改正す
る法律　平成19年3月30日　法律第6号)及
び（法人税法施行令の一部を改正する政令
平成19年3月30日　政令第83号))に伴い、
平成19年4月1日以降に取得したものについ
ては、改正後の法人税に基づく減価償却方
法に変更しております。当該変更に伴う損
益に与える影響は軽微であります。
　

　 　②無形固定資産
　　　定額法を採用しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間(5年)に基づく定額
法を採用しております。

　②無形固定資産
　　　　　　　 同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　　債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

　②賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるため

将来の支給見込額のうち当中間

連結会計期間の負担額を計上し

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　　　　　　 同左

　

　

　

　

　

　②賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるため

将来の支給見込額のうち当連結

会計年度の負担額を計上してお

ります。

　 　③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の翌連結会計年度にお

いて、一括処理することとして

おります。

　③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の翌連結会計年度にお

いて、一括処理することとして

おります。

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　　同左

　 (5) 消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式によっております。

　　　なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺し、流動負債の

「未払金」に表示しておりま

す。

(5) 消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式によっております。

５中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書(連結キャッシ

ュ・フロー計算書)におけ

る資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　

― 40 ―



(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

___ ___

　

　

(会計処理の変更)

　該当する事項はありません。

(表示方法の変更)

　
前連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

前事業年度まで、不動産の転貸取引に係る費用は、営業外費用の「支払賃貸料」として表示

していましたが、当事業年度に自社保有店舗にテナントを誘致したことに伴い、賃貸資産に

係る減価償却費等と合算して「賃貸原価」と表示しております。

　

(追加情報)

　　　　該当する事項はありません。

　

(7) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成19年2月28日)

前連結会計年度末
(平成19年8月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 15,938百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 16,624百万円

※２　担保資産

投資その他の資産のうち、投資有価証券２百万円を

営業保証の担保に提供しております。

※２　担保資産

投資その他の資産のうち、投資有価証券２百万円を

営業保証の担保に提供しております。
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度末
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給料手当 5,058百万円

賞与引当金繰入額 387百万円

退職給付費用 110百万円

法定福利費 584百万円

広告宣伝費 614百万円

水道光熱費 790百万円

賃借料 2,971百万円

減価償却費 1,071百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給料手当 10,003百万円

賞与引当金繰入額 424百万円

退職給付費用 211百万円

法定福利費 1,145百万円

広告宣伝費 1,300百万円

水道光熱費 1,486百万円

賃借料 5,891百万円

減価償却費 2,186百万円

※２　固定資産売却益の内訳

有形固定資産「その他」 　

(車両運搬具) 0百万円

※２　固定資産売却益の内訳

有形固定資産「その他」 　

(車両運搬具) 0百万円

　　　

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び構築物(除却損) 9百万円

有形固定資産「その他」
(器具備品)(除却損)

5百万円

　　計 15百万円

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び構築物(除却損) 184百万円

有形固定資産「その他」
(車両運搬具、器具備品)(除却損)

13百万円

　　計 197百万円

※４　　　　　　　　　　－ ※４　減損会計
当連結会計年度において
　当グループは以下の資産について減損損失を計上しま
した。
　主な用途　　　　　種類　　　　　　　　　場所
①店舗　　　　建物及び構築物・土地他　　千葉県他
②遊休資産　　建物及び構築物他　　　　　東京都
　当グループは原則として店舗については店舗を基準単
位として、遊休資産及び賃貸不動産については個々の資
産を基礎としてグルーピングし、減損損失の検討を行い
ました。その結果、営業活動から生ずる損益が継続して
マイナスとなる店舗、売却により処分する方針が決定し
た店舗、遊休資産について帳簿価額を回収可能額まで減
額し、当該減少額を減損損失(345百万円)として特別損
失に計上しました。
その内訳は建物及び構築物226百万円、有形固定資産「そ
の他」2百万円、土地116百万円であります。なお、当グ
ループの回収可能額は正味売却価額により測定してお
り、正味売却価額は売買契約が成立している店舗につい
ては売買契約金額を使用し、売却や他の転用が困難な資
産はゼロ評価しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 51,389,104 - - 51,389,104
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 35,058 3,108 - 38,166
　

(変動事由の概要)
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　　　3,108株

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当する事項はありません。

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月29日
定時株主総会

普通株式 410 8 平成18年8月31日 平成18年11月30日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年4月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 410 8 平成19年2月28日 平成19年5月25日

　

前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,389,104 - - 51,389,104

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 35,058 601,061 - 636,119

(変動事由の概要)
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　　5,461株

　　　　会社法第165条第2項による定款の定めに基づく自己株式の取得　　595,600株

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当する事項はありません。

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月29日
定時株主総会

普通株式 410 8 平成18年8月31日 平成18年11月30日

平成19年4月13日
取締役会

普通株式 410 8 平成19年2月28日 平成19年5月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,370 27 平成19年8月31日 平成19年11月30日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年2月28日)

現金及び預金勘定 16,985百万円

マネー・マネジメント・ファンド
（有価証券）

11,544百万円

コマーシャル・ペーパー
（有価証券）

22,463百万円

預け金（流動資産「その他」） 1,242百万円

現金及び現金同等物 52,235百万円
　

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年8月31日)

現金及び預金勘定 15,782百万円

マネー・マネジメント・ファンド
（有価証券）

11,717百万円

コマーシャル・ペーパー
（有価証券）

11,979百万円

預け金（流動資産「その他」） 3,201百万円

現金及び現金同等物 42,680百万円

　

(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

当社グループは、家具及びホームセンターの小売業を主たる業務とする単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

当社グループは、家具及びホームセンターの小売業を主たる業務とする単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

３　海外売上高

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
　

前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高相当額
(百万円)

器具備品 3,265 1,285 1,980

ソフト
ウェア

313 181 132

合計 3,579 1,467 2,112

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

　

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 3,343 1,634 1,808

ソフト
ウェア

365 218 146

合計 3,809 1,853 1,955

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

　

２　未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 720百万円

１年超 1,392百万円

合計 2,112百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産及び無形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

　

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 719百万円

１年超 1,236百万円

合計 1,955百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

　

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 362百万円

減価償却費相当額 362百万円

　

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 748百万円

減価償却費相当額 748百万円

　

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間(平成19年2月28日)
　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

株式 541 1,140 598

その他 11,687 11,762 75

合計 12,229 12,903 673

（注）減損処理にあたっては、当中間連結会計期間における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

なうこととしております。

２　時価評価されていない主な「有価証券」

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 29

　マネー・マネジメント・ファンド 11,544

　コマーシャル・ペーパー 22,463
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前連結会計年度(平成19年8月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 　 　

株式 527 968 441

その他 1,173 1,204 30

小計 1,701 2,172 471

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるないもの) 　 　

株式 14 10 3

その他 21,596 20,140 1,456

小計 21,610 20,151 1,459

合計 23,311 22,323 987

（注）減損処理にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行なう

こととしております。

２　時価評価されていない主な「有価証券」

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 29

　非上場債券 -

　マネー・マネジメント・ファンド 11,717

　コマーシャル・ペーパー 11,979

　

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年8月31日)

　
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券 　 　 　 　

　社債 - - - -

その他 12,000 - - -

合計 12,000 - - -
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年9月1日　至　平成19年2月28日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前連結会計年度(自　平成18年9月1日　至　平成19年8月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年9月1日　至　平成19年2月28日)

該当事項はありません。

前連結会計年度(自　平成18年9月1日　至　平成19年8月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日
至　平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自　平成18年9月 1日
至　平成19年8月31日)

１株当たり純資産額 2,992円47銭 3,049円　37銭

１株当たり中間(当期)純利益 68円36銭 156円　35銭

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額につきましては、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額につきましては、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

　

(注)算定上の基礎

１.　１株当たりの純資産額

　

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日

至　平成19年2月28日)

前連結会計年度

(自　平成18年9月 1日

至　平成19年8月31日)

純資産の部合計額(百万円) 153,665 154,764

普通株式に係る純資産額(百万円) 153,665 154,764

普通株式の発行済株式数(千株) 51,389 51,389

普通株式の自己株式数(株) 38,166 636,119

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)　　期末発行済

51,350 50,752

　

２.　1株当たりの中間（当期）純利益金額

　
　 前中間連結会計期間

(自　平成18年9月 1日

至　平成19年2月28日)

前連結会計年度

(自　平成18年9月 1日

至　平成19年8月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 3,510 8,019

普通株主に帰属しない金額（百万円） 　― 　―

普通株式に係る中間（当期）純利益　　　
　　　　　　　　　
（百万円）

3,510 8,019

普通株式の期中平均株式数（千株） 51,352 51,290
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間(自　平成18年9月１日　至　平成19年2月28日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年9月１日　至　平成19年8月31日)

(自己株式の取得)

　当社は、平成19年10月19日開催の取締役会において、会社法第165条第2項の規定に基づき、自己株式を取得

することを決議いたしました。

　自己株式取得に関する取締役会の決議内容

　　①取得理由

　　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とし、資本効率の向上を図るため。

　　②取得方法

　　　市場による買付け

　　③取得する株式の種類、数量及び価額

　　　普通株式　　　　　1,300千株(上限)

　　　取得価額の総額　4,000百万円(上限)

　なお、「第一部　企業情報　第4　提出会社の状況　2自己株式の取得等の状況　(2)取締役会決議に

よる取得の状況」に記載のとおり、平成19年11月29日現在で1,155千株、3,715百万円自己株式を取得

しております。

(取締役に対するストックオプッション制度の導入)

　当社は、平成19年11月29日開催の定時株主総会において、「取締役に対するストックオプションのための報

酬等の額及び内容決定の件」を決議し、ストックオプションのための報酬等として新株予約権を年額55百万円

の範囲で付与することとなりました。なお、その内容は「第一部　企業情報　第4　提出会社の状況　1　株式

等の状況　(8)ストックオプション制度の内容」に記載のとおりであります。
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